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Ⅰ．当社の概況及び組織に関する事項 

 

1. 商号 

エービーエヌ・アムロ・クリアリング証券株式会社 

2. 登録年月日（登録番号） 

2008（平成 20）年 4月 30日（関東財務局長（金商）第 1826号） 

3. 沿革及び経営の組織 

(1) 会社の沿革 

年月 沿革 

2007年 6月 12日 フォルティス証券準備株式会社設立 

2008年 4月 30日 フォルティス証券株式会社として金融商品取引業者登録 

2008年 6月 2日 東京金融取引所のユーロ円金利先物取引資格取得 

2008年 6月 24日 ブローカー経由取引の委託の取次ぎ業務開始 

2008年 10月 1日 東京金融取引所の金利オプション取引の受託開始 

2008年 12月 8日 東京証券取引所の株式現物取引の委託の取次ぎ業務開始 

2009年 8月 1日 大阪証券取引所（現大阪取引所）の先物取引参加者資格取得 

2009年 9月 1日 

 

東京証券取引所の総合取引参加者資格、大阪証券取引所の株

式現物取引参加者資格取得 

2010年 7月 1日 

 

親会社のさらに上の親会社の合併に伴い、商号をエービーエ

ヌ・アムロ・クリアリング証券株式会社に変更 
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(2) 経営の組織 

（2026年 3月 31日現在） 
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4. 株式の保有数の上位 10位までの株主の氏名又は名称並びにその株式の保有数及び総

株主等の議決権に占める当該株式に係る議決権の数の割合 

 

5. 役員の氏名又は名称 

（2026年 3月 31日現在） 

 

役職名 氏名又は名称 代表権の有無 常勤・非常勤の別 

代表取締役 ﾘﾁｬｰﾄﾞ･ｸﾚｱﾓﾝﾄ 有 常勤 

取締役 副社長 田中 愛 無 常勤 

取締役 業務部長 ﾛｰﾄﾞ･ｱﾝｿﾆｰ･ﾏｰﾃｨﾝ 無 常勤 

取締役 ｴｰﾄﾞﾘｱﾝ･ﾙｰﾋﾞﾝ 無 非常勤 

取締役 ｽｺｯﾄ･ﾓﾙﾅｰ 無 非常勤 

取締役 ｸﾞﾗｰﾑ･ﾏﾝｽﾞﾌｨｰﾙﾄﾞ 無 非常勤 

監査役 鈴木 崇 無 非常勤 

 

6. 政令で定める使用人の氏名 

（2026年 3月 31日現在） 

(1) 金融商品取引業に関し、法令等（法令、法令に基づく行政官庁の処分又は定款その他の

規則をいう。）を遵守させるための指導に関する業務を統括する者（部長、次長、課長その他い

かなる名称を有する者であるかを問わず、当該業務を統括する者の権限を代行し得る地位に

ある者を含む。）の氏名 

 

(2) 投資助言業務（金融商品取引法第 28条第６項に規定する投資助言業務をいう。）又は投

資運用業（同条第４項に規定する投資運用業をいう。）に関し、助言又は運用（その指図を含

む。）を行う部門を統括する者（金融商品の価値等（金融商品取引法第２条第８項第 11号ロに

規定する金融商品の価値等をいう。）の分析に基づく投資判断を行う者を含む。）の氏名 

  

  

氏名又は名称 保有株式数 割合 

1. ABN AMRO Clearing Bank N.V. 1,376,100株 100％ 

計 1名 1,376,100株 100％ 

氏名 役職名 

及川 理恵 コンプライアンス部長 

氏名 役職名 

該当ありません。  
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7. 業務の種別 

当社が営業として行う行為又は業務は、金融商品取引法第 2条第 8項第 1号から第

3号、第 9号、第 16号、第 17号、第 41項第 2号に関する高速取引行為の受託並び

に、第 35条第 1項及び第 2項に定める行為又は業務です。 

当社が取り扱う有価証券の種類及び業として行うデリバティブ取引の種類は、金融商品

取引法第 2条第 1項各号に掲げる以下の有価証券とデリバティブ取引です。 

有価証券： 国債証券、株券又は新株予約権証券、投資信託又は外国投資信託の受益

証券、投資証券若しくは投資法人債券又は外国投資証券、外国又は外国の者の発行す

る証券又は証書、オプション取引に係る権利を表示する証券又は証書 

デリバティブ取引： 有価証券関連の市場デリバティブ取引及び有価証券以外の市場デ

リバティブ取引(外国市場デリバティブ取引を含む) 

 

8. 本店その他の営業所又は事務所（外国法人にあっては、本店及び国内における主たる営

業所又は事務所その他の営業所又は事務所）の名称及び所在地 

名称 所在地 

本店 

 

東京都港区愛宕 2-5-1 愛宕ｸﾞﾘｰﾝﾋﾙｽﾞMORI ﾀﾜｰ 39

階  

 

9. 他に行っている事業の種類 

  該当ありません。 

 

10. 手続実施基本契約を締結する指定紛争解決機関の商号又は名称並びに加入する金融商

品取引業協会及び対象事業者となる認定投資者保護団体の名称 

・特定非営利活動法人証券・金融商品あっせん相談センター（特定第一種金融商品取引業

務に限る）  

・日本証券業協会 

・金融先物取引業協会 

 

11. 会員又は取引参加者となる金融商品取引所の名称又は商号 

・東京証券取引所 

・大阪取引所 

・東京金融取引所（株価指数証拠金取引資格および証拠金清算資格） 

（ユーロ円先物取引資格および金利先物等清算資格：休止参加者)  

 

12. 加入する投資者保護基金の名称 

・日本投資者保護基金 
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Ⅱ．業務の状況に関する事項 

1. 当期の業務の概要 

2025年（当事業年度）の株式市場は、日本銀行による政策金利の引き上げが行われたもの

の緩和的な金融環境が継続したことに加え、人工知能関連分野への成長期待の高まり、新政

権による積極的な財政政策への期待、円安基調の継続などを背景として、総じて活況を呈しま

した。 

日経平均株価は、米国の関税政策に伴う市場混乱等の影響から、4月に一時 31,145円ま

で下落する局面がありましたが、12月には過去最高値となる 52,590円を記録しました。当

事業年度末の終値は 50,339円となり、前事業年度末比で約 26％の上昇となりました。 

このような市場環境のもと、当事業年度の東京証券取引所（立会取引）における当社の市場シ

ェアは、株式 4.4％、ETF 36.4％と、前事業年度に比べて若干減少したものの、概ね堅調に

推移しました。結果として、同市場における当社の年間売買代金は前事業年度に比べ約 6％

減少したものの、引き続き高水準を維持し 165兆円を記録しました。 

また、大阪取引所の先物・オプション市場における当社の市場シェアは、前事業年度に引き続

き約 40％という極めて高い水準を維持しました。 

このような取引状況を受けて、当事業年度の営業収益は、前事業年度比 7％減の 6,254百

万円となりました。一方、販売費・一般管理費は、人件費の増加等により、前事業年度比 4％

増の 5,500百万円となりました。その結果、当事業年度の営業利益は 754百万円となりま

した。また、当事業年度は、金融商品取引責任準備金の繰入が僅少であったことから、当期純

利益 556百万円を計上するに至りました。 
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2. 業務の状況を示す指標 

（1） 経営成績等の推移 
（単位：百万円） 

 2023年 12月期 2024年 12月期 2025年 12月期 

資本金 5,905 4,930 3,550 

発行済株式総数 1,076,100株 1,376,100株 1,376,100株 

純財産額 14,243 18,238 18,795 

営業収益 5,594 6,750 6,254 

 （受入手数料） 2,992 3,645 3,243 

  ((委託手数料)) 2,195 2,418 2,218 

  ((引受け・売出し・特定投資

家向け売付け勧誘等の手数

料)) - - - 

  ((募集・売出し・特定投資家

向け売付け勧誘等の取扱い

手数料)) 86 101 82 

  ((その他の受入手数料)) 710 1,125 942 

 （トレーディング損益） - - - 

  ((株券等)) - - - 

  ((債券等)) - - - 

  ((その他)) - - - 

 （その他の営業収益） 2,602 3,104 2,970 

 （金融収益） 0 - 40 

純営業収益 5,587 6,745 6,254 

営業利益 982 1,442 754 

経常利益 982 1,442 754 

当期純利益（△損失） △632 △2,279 556 

 

（2） 有価証券引受・売買等の状況 

①株券の売買高の推移（電子記録移転有価証券表示権利等に 係る ものを除く。） 
（単位：百万円） 

 2023年 12月期 2024年 12月期 2025年 12月期 

自己 - - - 

委託 88,103,826 123,988,397 123,756,963 

計 88,103,826 123,988,397 123,756,963 

 

 ①-2 株券の売買高の 状況 （電子記録移転有価証券表示権利等に係るものに限る。） 

該当ありません。 

② 有価証券の引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価証券の募

集、売出し及び私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状況（電子募

集取扱業務に係るもの及び電子記録移転有価証券表示権利等に係るものを除く。） 
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区分 引受高 売出高 

特定投資 

家向け売 

付け勧誘 

等の総額 

募集の 

取扱高 

売出しの

取扱高 

私募の 

取扱高 

特定投資家 

向け売付け 

勧誘等の取 

扱高 

2

0

2

3

年

1

2

月

期 

株券 - - - - - - - 

国債証券 -  - -  - - 

地方債証券 -  - -  - - 

特殊債券 - - - - - - - 

社債券 - - - - - - - 

受益証券    3,782,446 - - - 

その他 - - - - - - - 

合 計 - - - - - - - 

2

0

2

4

年

1

2

月

期 

株券 - - - - - - - 

国債証券 -  - -  - - 

地方債証券 -  - -  - - 

特殊債券 - - - - - - - 

社債券 - - - - - - - 

受益証券    4,648,346 - - - 

その他 - - - - - - - 

合 計 - - - - - - - 

2

0

2

5

年

1

2

月

期 

株券 - - - - - - - 

国債証券 -  - -  - - 

地方債証券 -  - -  - - 

特殊債券 - - - - - - - 

社債券 - - - - - - - 

受益証券     

4,455,131 - - - 

その他 - - - - - - - 

合 計 - - - - - - - 

 

②-2有価証券の引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価証券の募

集、売出し及び私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状況（電子募集

取扱業務に係るものに限る。） 

該当ありません。 

②-3有価証券の引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価証券の募

集、売出し及び私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状況（電子記録

移転有価証券表示権利等に関する業務に係るものに限る。） 

該当ありません。 

（3） その他業務の状況  該当ありません。 
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（4） 自己資本規制比率の状況 

（単位：％、百万円） 

 2023 年 12 月期 2024 年 12 月期 2025 年 12 月期 

自己資本規制比率（Ａ／Ｂ×100） 385.6% 410.8% 475.0% 

固定化されていない自己資本（Ａ） 4,141 5,404 6,386 

リスク相当額（Ｂ） 1,053 1,073 1,344 

 市場リスク相当額 - - - 

取引先リスク相当額 12 63 113 

基礎的リスク相当額 1,060 1,252 1,231 

暗号資産等による控除額 - - - 

 

（5） 使用人の総数及び外務員の総数 

（単位：人） 

 2023 年 12 月期 2024 年 12 月期 2025 年 12 月期 

使用人 26 31 33 

（うち外務員） (4) (4) (5) 
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III . 財産の状況に関する事項 

1. 経理の状況 

（1） 貸借対照表 
（単位:千円） 

科目 
2024年 12月期 2025年 12月期 

(2024年 12月 31日現在) (2025年 12月 31日現在) 

資産の部   

流動資産   

 現金及び預金 4,883,255 9,473,316 

 預託金 502,000 502,000 

  顧客分別金信託 500,000 500,000 

   金融先物取引責任準備預託金 2,000 2,000 

 前払費用 45,148 72,941 

 未収入金 334,593 275,369 

 未収消費税等 309,433 331,916 

 未収収益 374,674 430,746 

 有価証券等引渡未了勘定 -   73,715 

 短期差入保証金 12,270,409 8,348,518 

  その他の差入保証金 12,270,409 8,348,518 

 流動資産計 18,719,515 19,508,523 

固定資産   

 有形固定資産 1,033,582 1,051,478 

  建物附属設備 131,112 119,688 

  器具備品 902,470 931,790 

 無形固定資産 63,685 77,487 

  ソフトウェア 63,541 77,343 

  電話加入権 144 144 

 投資その他の資産 554,749 626,702 

  長期差入保証金 88,105 84,122 

  長期前払費用 8,227 9,661 

  繰延税金資産 458,416 532,918 

 固定資産計 1,652,017 1,755,668 

資産合計 20,371,532 21,264,191 

負債の部 

流動負債   

 預り金 99,689 418,959 

  顧客からの預り金 86,606 388,256 

  その他の預り金 13,083 30,702 

 未払金 764,628 954,062 

 未払費用 35,974 45,263 

 未払法人税等 382,877 21,831 

 賞与引当金 

契約負債 

87,709 

604,100 

105,312 

604,192 

 有価証券等受入未了勘定 - 76,547 

 その他の流動資産 6,521 10,155 

 流動負債計 1,981,501 2,236,326 

固定負債   

 退職給付引当金 127,618 185,623 

 役員退職慰労引当金 23,948 46,947 

 固定負債計 151,566 232,571 

引当金   

 金融商品取引責任準備金 14,687,797 14,687,921 

 引当金計 14,687,797 14,687,921 

負債合計 16,820,865 17,156,819 
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科目 
2024年 12月期 2025年 12月期 

(2024年 12月 31日現在) (2025年 12月 31日現在) 

純資産の部   

株主資本 3,550,667 4,107,371 

 資本金 4,930,641 3,550,667 

 資本剰余金 900,000 -  

  資本準備金 900,000 -  

 利益剰余金 △2,279,973 556,704 

  その他の利益剰余金 △2,279,973 556,704 

   繰越利益剰余金 △2,279,973 556,704 

純資産合計 3,550,667 4,107,371 

負債・純資産合計 20,371,532 21,264,191 

 

 

（2） 損益計算書 

（単位:千円） 

科目 
2024年 12月期 2025年 12月期 

(2024年 1月 1日から 

2024年 12月 31日まで) 

(2025年 1月 1日から 

2025年 12月 31日まで) 

営業収益 6,750,344 6,254,908 

 受入手数料 3,645,810 3,243,662 

  委託手数料 2,418,410  2,218,506  

  募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の手数料  101,410  82,409  

  その他の受入手数料 1,125,990  942,746  

 金融収益 168 40,494 

 その他の営業収益 3,104,364 2,970,751 

金融費用 4,678 282 

純営業収益 6,745,665 6,254,625 

販売費・一般管理費 5,303,646 5,500,046 

 取引関係費 1,743,219 1,578,761 

 人件費 693,394 893,349 

 不動産関係費 1,151,829 1,141,886 

 事務費 299,322 401,730 

 減価償却費 248,760 297,671 

 租税公課 80,425 49,955 

 その他 1,086,695 1,136,692 

営業利益 1,442,018 754,579 

経常利益 1,442,018 754,579 

特別損失 3,291,798 123 

 金融商品取引責任準備金繰入 3,274,603 123 

 固定資産除却損 17,194 -  

税引前当期純利益(△損失) △1,849,779 754,455 

法人税・住民税および事業税 510,928 272,251 

法人税等調整額 △80,733 △74,501 

当期純利益(△損失) △2,279,973 556,704 
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（3） 株主資本等変動計算書 

（単位:千円）           

 株主資本 

純資産 

合計 資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本

合計 

資本 

準備金 

その他の 

資本剰余金 
資本剰余金

合計 
利益 

準備金 

その他の 

利益剰余金 
利益剰余金

合計 
繰越利益 

剰余金 

2024年 12月期（2024年 1月 1日から 2024年 12月 31日まで） 

期首残高 
5,905,500 400,000 

 

- 

 

400,000 225,000 △3,699,858 △3,474,858 2,830,641 2,830,641 

事業年度中の

変動額   

  

     

新株の発行 
1,500,000 1,500,000 

  

1,500,000    3,000,000 3,000,000 

減資 △

2,474,858 △1,000,000 

 

3,474,858 

 

2,474,858    - - 

欠損填補 
  

 

△3,474,858 

 

△3,474,858 △225,000 3,699,858 3,474,858 - - 

当期純利益

(△損失)   

  

 △2,279,973 △2,279,973 △2,279,973 △2,279,973 

事業年度中の

変動額合計 △974,858 500,000 

 

 

- 

 

 

500,000 △225,000 1,419,884 1,194,884 720,026 720,026 

期末残高 
4,930,641 900,000 

 

- 

 

900,000 - △2,279,973 △2,279,973 3,550,667 3,550,667 

2025年 12月期（2025年 1月 1日から 2025年 12月 31日まで） 

期首残高 
4,930,641 900,000 

 

- 

 

900,000 - △2,279,973 △2,279,973 3,550,667 3,550,667 

事業年度中の

変動額   

  

     

減資 
△1,379,973 △900,000 

 

2,279,973 

 

1,379,973    - - 

欠損填補 
  

 

△2,279,973 

 

△2,279,973  2,279,973 2,279,973 - - 

当期純利益

(△損失)   

  

 556,704 556,704 556,704 556,704 

事業年度中の

変動額合計 △1,379,973 △900,000 

 

 

- 

 

 

△900,000 - 2,836,678 2,836,678 556,704 556,704 

期末残高 
3,550,667 - 

 

- 

 

- - 556,704 556,704 4,107,371 4,107,371 

 

（4） 重要な会計方針および注記事項 

2024年 12月期の注記事項 2025年 12月期の注記事項 

  当社の貸借対照表、損益計算書及び株主資本等

変動計算書 は、「会社計算規則」（平成 18年法務省

令第 13 号)の規定のほか「金融商品取引業等に関

する内閣府令」（平成 19 年内閣府令第 52 号）、及

び「有価証券関連業経理の統一に関する規則」（昭

和 49年 11月 14日付日本証券業協会自主規制規

則) に準拠して作成しております。 

 

  記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しており

ます。 

 

  当社の貸借対照表、損益計算書及び株主資本等

変動計算書 は、「会社計算規則」（平成 18年法務省

令第 13 号)の規定のほか「金融商品取引業等に関

する内閣府令」（平成 19 年内閣府令第 52 号）、及

び「有価証券関連業経理の統一に関する規則」（昭

和 49年 11月 14日付日本証券業協会自主規制規

則) に準拠して作成しております。 

 

  記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しており

ます。 

 

1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（1）固定資産の減価償却の方法 

- 有形固定資産 

当社は定額法を採用しております。なお、主な

耐用年数は以下のとおりです。 

建物附属設備     7～18年 

器具・備品         2～15年 

- 無形固定資産 

1.   重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（1）固定資産の減価償却の方法 

- 有形固定資産 

当社は定額法を採用しております。なお、主な

耐用年数は以下のとおりです。 

建物附属設備     7～18年 

器具・備品         2～15年 

- 無形固定資産 
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2024年 12月期の注記事項 2025年 12月期の注記事項 

当社は定額法を採用しております。自社利用の

ソフトウェアについては、社内における利用可

能期間（3～5年）に基づき償却しております。 

- 長期前払費用 

当社は定額法を採用しております。 
 

当社は定額法を採用しております。自社利用の

ソフトウェアについては、社内における利用可

能期間（1～5年）に基づき償却しております。 

- 長期前払費用 

当社は定額法を採用しております。 
  

（2）引当金の計上基準 

- 賞与引当金 

従業員に対する賞与の支給に備えるため、将

来の支給見込額のうち当期の負担額を計上し

ております。 

- 退職給付引当金 

従業員に対する退職金の給付に備えるため、

退職給付会計に関する実務指針に定める簡便

法により、当期末における期末要支給額の

100%を計上しております。 

- 役員退職慰労引当金 

役員に対する退職慰労金の支出に備えるため、

内規に基づく支給見込額を計上しております。 

（2）引当金の計上基準 

- 賞与引当金 

従業員に対する賞与の支給に備えるため、将

来の支給見込額のうち当期の負担額を計上し

ております。 

- 退職給付引当金 

従業員に対する退職金の給付に備えるため、

退職給付会計に関する実務指針に定める簡便

法により、当期末における期末要支給額の

100%を計上しております。 

- 役員退職慰労引当金 

役員に対する退職慰労金の支出に備えるため、

内規に基づく支給見込額を計上しております。 

（3）その他 

-  金融商品取引責任準備金 

証券事故による損失に備えるため、金融商品

取引法第 46条の 5及び金融商品取引業等に

関する内閣府令第 175 条に定めるところによ

り算出した額を計上しております。 

（3）その他 

-  金融商品取引責任準備金 

証券事故による損失に備えるため、金融商品

取引法第 46条の 5及び金融商品取引業等に

関する内閣府令第 175 条に定めるところによ

り算出した額を計上しております。 
 

2.   収益認識に関する注記 

（1） 受入手数料 

株式、オプションおよび先物市場における顧客

取引の執行および決済により、受入手数料を獲

得しております。当該手数料は売買の執行日に

認識しております。 

 （2）その他の営業収益 

ダイレクト・マーケット・アクセス等に関わる IT関

連サービスを顧客に提供し手数料を獲得してお

ります。コロケーション機器に関する手数料につ

いては、初期設置とその後の機器を利用した継

続的な役務提供を履行義務として識別したうえ

で、継続的な役務提供に関する履行義務は当

該機器の利用期間の経過に伴い充足されると

判断し、予想される利用期間にわたって収益を

認識しております。その他の手数料については、

約束した役務提供の支配が顧客に移転した時

点で、当該役務提供と交換に受け取ると見込ま

れる金額で収益を認識しております。     

2.  収益認識に関する注記 

（1）受入手数料 

株式、オプションおよび先物市場における顧客

取引の執行および決済により、受入手数料を獲

得しております。当該手数料は売買の執行日に

認識しております。 

（2）その他の営業収益 

   ダイレクト・マーケット・アクセス等に関わる IT 関

連サービスを顧客に提供し手数料を獲得してお

ります。コロケーション機器に関する手数料につ

いては、初期設置とその後の機器を利用した継

続的な役務提供を履行義務として識別したうえ

で、継続的な役務提供に関する履行義務は当該

機器の利用期間の経過に伴い充足されると判断

し、予想される利用期間にわたって収益を認識し

ております。その他の手数料については、約束し

た役務提供の支配が顧客に移転した時点で、当

該役務提供と交換に受け取ると見込まれる金額

で収益を認識しております。     

 

3.  貸借対照表に関する注記 

（1）有形固定資産の減価償却累計額 

建物附属設備 13,154 千円 

器具・備品   1,065,043 千円 

（2）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債権 4,910,588 千円 

短期金銭債務 86,606 千円 
 

3.  貸借対照表に関する注記 

（1）有形固定資産の減価償却累計額 

建物附属設備 24,841 千円 

器具・備品   1,292,152 千円 

（2）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債権 8,959,935 千円 

短期金銭債務 463,883 千円 
 

4.  損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高 

4.  損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高 
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2024年 12月期の注記事項 2025年 12月期の注記事項 

営業取引による取引高 

営業収益 5,799,863 千円 

金融費用 4,678 千円 

販売費及び一般管理費 461,033 千円 
 

営業取引による取引高 

営業収益 5,469,866 千円 

金融費用 282 千円 

販売費及び一般管理費 456,770 千円 
 

5.  株主資本等変動計算書に関する注記 

（1）当事業年度の末日における発行済株式の数 

普通株式  1,376,100 株 
 

5.  株主資本等変動計算書に関する注記 

（1）当事業年度の末日における発行済株式の数 

普通株式 1,376,100  株 
 

6.  税効果会計に関する注記 

繰延税金資産の発生の主な原因の内訳 

未払事業税 22,194  千円 

未払費用 11,015  

賞与引当金 26,856  

契約負債 184,975  

退職給付引当金 39,076  

役員退職慰労引当金 7,332  

金融商品取引責任準備金 4,497,403  

業務支援費 164,607  

その他 4,396  

繰延税金資産小計 4,957,859  千円 

評価性引当金 △4,499,442  

繰延税金資産合計 458,416  千円 

   

   
 

6.  税効果会計に関する注記 

繰延税金資産の発生の主な原因の内訳 

未払事業税 4,181  千円 

未払費用 10,859  

賞与引当金 32,246  

契約負債 188,628  

退職給付引当金 56,837  

役員退職慰労引当金 14,375  

金融商品取引責任準備金 4,629,632  

業務支援費 224,536  

その他 6,524  

繰延税金資産小計 5,167,823  千円 

評価性引当金 △4,634,905  

繰延税金資産合計 532,918  千円 

   
 

 

2. 借入金の主要な借入先及び借入金額 

該当ありません。 

 

3. 保有する有価証券（トレーディング商品に属するものとして経理された有価証券を除く。）の

取得価額、時価及び評価損益 

該当ありません。 

 

4. デリバティブ取引（トレーディング商品に属するものとして経理された取引を除く。）の契約

価額、時価及び評価損益 

該当ありません。 

 

5. 財務諸表に関する会計監査人等による監査の有無 

 

当社は会社法第 436条第 2項の規定に基づき、2025年 12月期まで EY新日本有限

責任監査法人による監査を受けております。また、2026 年 12 月期からは PwC Japan 

有限責任監査法人による監査を受ける予定になっております。 
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IV. 管理の状況 

1. 内部管理の状況の概要 

内部管理については、コンプライアンス部長が内部管理統括責任者を兼任しています。当社は自己

勘定による取引を行っていないため、市場リスクはなく、取引先リスク、流動性リスク、オペレーショナ

ルリスク、システムリスクと基礎的リスクを中心にモニタリングしています。個別のリスク管理に加え

て、リスク・アペタイト・フレームワーク（RAF）内でモニタリング指標を定義し、リスク・ガバナンスの会

議体を通して統合管理しています。 

 

2. 分別管理の状況 

(1) 金融商品取引法第 43条の 2の規定に基づく分別管理の状況 

① 顧客分別金信託の状況 

（単位:百万円） 

項目 2024年 12月 31日 

現在の金額 

2025年 12月 31日 

現在の金額 

直近差替計算基準日の顧客分別金必要額 307 489 

顧客分別金信託額 500 500 

期末日現在の顧客分別金必要額 86 388 

 

② 有価証券（電子記録移転有価証券表示権利等を除く。）の分別管理の状況 

イ 保護預り等有価証券 

 2024年 12月 31日現在 2025年 12月 31日現在 

国 内 証 券 外 国 証 券 国 内 証 券 外 国 証 券 

株券 株数 21,353千株 944千株 47,208千株 842千株 

債券 額面金額 - 百万円 - 百万円 - 百万円 - 百万円 

受益証券 口数 67百万口 1 百万口 73百万口 1 百万口 

その他 - - - - - 

 

    ロ 受入保証金代用有価証券 

有価証券の種類 
2024年 12月 31日現在 2025年 12月 31日現在 

数量 数量 

株券 株数    - 千株    - 千株 

債券 額面金額     - 百万円     - 百万円 

受益証券 口数     - 百万口     - 百万口 

その他 -        -        - 

 

ハ 管理の状況 

 

顧客の金銭については、顧客分別金として日証金信託銀行の金銭信託口座に金銭信託として

預けています。 

有価証券については、原則として、証券保管振替機構において顧客有価証券を区分管理し、混

蔵して保管しています。また、帳簿により各顧客の持分について判別できるよう管理しています。

ただし、上場廃止銘柄に係る顧客有価証券については、当社の帳簿にて、どの顧客の有価証券

であるか直ちに判別できる状態で管理しています。 
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③ 対象有価証券関連店頭デリバティブ取引等にかかる分別管理の状況  

該当ありません。 

 

④ 有価証券（電子記録移転有価証券表示権利等（令第１条の 12第２号に規定する権利を除

く。）に限る。）の分別管理の状況 

該当ありません。 

 

(2) 金融商品取引法第 43条の 2の 2の規定に基づく区分管理の状況 

① 商品顧客区分管理信託の状況 

該当ありません。 

 

② 有価証券等の区分管理の状況 

該当ありません。 

 

(3) 金融商品取引法第 43条の 3の規定に基づく区分管理（電子記録移転有価証券表示権利等

に係るものを除く。）の状況 

① 同第 1項の規定に基づく区分管理の状況 

該当ありません。 

 

② 同第 2項の規定に基づく区分管理の状況 

該当ありません。 

 

(3－2) 金融商品取引法第 43条の３の規定に基づく区分管理（電子記録移転有価証券表示権利

等（金融商品取引法施行令第１条の 12第２号に規定する権利を除く。）に限る。）の区分管理の状況 

該当ありません。 
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Ⅴ．連結子会社等の状況に関する事項 

1. 当社及びその子会社等の集団の構成 

   該当ありません。 

2. 子会社等の商号又は名称、本店又は主たる事務所の所在地、資本金の額、事業の内容等 

  該当ありません。 

 


